
文書名 問番号

特定事業所加算（訪問介
護）・サービス提供体制
強化加算 共通

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介
護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末
日時点で資格を取得している者とされているが、その具体的取扱いについ
て示されたい。

要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交
付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士については、平成２１年３
月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を確認し、翌月以
降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として
含めることができる。また、研修については、全カリキュラムを修了して
いれば、修了証明書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能
である。
なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格
等の事実を試験センターのホームページ等で受験票と突合する等して確認
し、当該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録又は修了の事実
を確認するべきものであること。

21.3.23
介護保険最新情報
vol.69
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.1)
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特定事業所加算（訪問介
護）・サービス提供体制
強化加算 共通

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研
修の実施に係る要件の留意事項を示されたい。

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において
同じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当該計画の期間
については定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経験に応じた適
切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。
また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定
することとされているが、この訪問介護員等ごとの計画については、職
責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員をグ
ループ分けして作成することも差し支えない。
なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以
上、なんらかの研修を実施できるよう策定すること。

21.3.23
介護保険最新情報
vol.69
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.1)
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特定事業所加算（訪問介
護）・サービス提供体制
強化加算 共通

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健
康診断の実施に係る要件の留意事項を示されたい。

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施するこ
とが義務づけられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等を
含めた、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１回、定期的に
医師による健康診断（常時使用する者に労働者に該当しない者に対する健
康診断の項目についても労働安全衛生法と同様とする）を、事業所の負担
により実施することとしている。
また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診
断については、労働安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事
業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合については、他の
医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）を受診
し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康
診断の項目を省略できるほか、費用については本人負担としても差し支え
ない（この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律により保
険者が行う特定健康診査については、同法第２１条により労働安全衛生法
における健康診断が優先されることが定められているが、「常時使用する
労働者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用はないことか
ら、同様の取扱いとして差し支えない。）。

21.3.23
介護保険最新情報
vol.69
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.1)

4

特定事業所加算 訪問介護における特定事業所加算の算定要件については、毎月満たしてい
なければならないのか。また、要件に該当しないことが判明した場合の取
扱いはどのようになるのか。

基本的には、加算取得の届出後についても、常に要件を満たしている必要
がある。要件に該当しないことが判明すれば、その時点で廃止届出を出
し、翌月分から算定しない取扱いとする。

18.3.27
介護制度改革
information vol.80
平成18年4月改定関係
Q＆A(vol.2)

28

特定事業所加算 訪問介護の特定事業所加算を取得すれば、利用者の自己負担も増加するこ
とになるが、加算を取得した上で、負担軽減のため、特定の利用者に対し
て加算を行わないという取扱いをすることは可能か。

加算を取得した上で、利用者間に加算の適否の差を付けることは、利用者
間の不合理な負担の差を是認することにつながりかねないと考えられるの
で認められない。したがって、加算を取得するか、あるいは利用者の負担
を考慮して取得しないかのどちらかを、あらかじめ各事業者が十分検討の
上、選択する必要がある。

18.3.27
介護制度改革
information vol.80
平成18年4月改定関係
Q＆A(vol.2)

29

特定事業所加算 特定事業所加算の届出においての留意事項を示されたい。 特定事業所加算における届出については、次のとおりの取扱いとする。
 ① 訪問介護員等要件を満たすと届出を行い、特定事業所加算（Ⅱ）を算
定している事業所が、当該要件を満たさなくなったが、サービス提供責任
者要件は満たす場合→要届出（変更）
 ② 訪問介護員等要件及びサービス提供責任者要件をともに満たすと届出
を行い、特定事業所加算（Ⅱ）を算定している事業所が、一方の要件のみ
を満たさなくなった場合→要届出（変更）
 ③ 訪問介護員等要件又は重度要介護者等対応要件を前年度実績により届
出を行い、特定事業所加算を算定している事業所が、翌年度に当該要件を
満たさなくなったが、前三月実績は満たす場合→要届出（変更）

21.3.23
介護保険最新情報
vol.69
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.1)

27

特定事業所加算 特定事業所加算における人材要件のうち、「サービス提供責任者要件」を
月の途中で満たさなくなった場合、加算の算定ができなくなるのは、その
当日からか。それとも、その翌月の初日からか。

翌月の初日からとする。
なお、前月の末日時点でサービス提供責任者要件を満たしていて、その翌
月（以下、「当該月」という。）の途中で要件を満たさなくなった場合、
当該月の末日にその状態が解消した場合に限り、加算要件は中断しないも
のとする。ただし、当該月に人員基準を満たさなくなった場合はこの限り
でない。

21.3.23
介護保険最新情報
vol.69
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.1)

28

特定事業所加算 特定事業所加算の人材要件のうちの訪問介護員等要件において、指定訪問
介護事業所が障害者自立支援法における指定居宅介護等を併せて行ってい
る場合の取扱いについて

人材要件のうち訪問介護員等要件における職員の割合の算出にあたって
は、介護保険法におけるサービスに従事した時間により算出された常勤換
算の結果を用いるものとする。したがって、障害者自立支援法における指
定居宅介護等に従事した時間は含めない。

21.4.17
介護保険最新情報
vol.79
平成21年4月改定関係
Q＆A(vol.2)

12

特定事業所加算 特定事業所加算の重度要介護者等対応要件に、「たんの吸引等の行為を必
要とする利用者」が含まれたが、たんの吸引等の業務を行うための登録を
受けた事業所以外はこの要件を満たすことができないのか。

登録事業所以外であっても、要介護４以上又は認知症自立度Ⅲ以上の割合
が20％以上であれば、重度要介護者等対応要件を満たす（登録事業所に限
り、たんの吸引等の行為を必要とする利用者を重度要介護者等対応要件に
関する割合の計算に当たり算入できる。）。
なお、「たんの吸引等の行為を必要とする利用者」とは、たんの吸引等の
行為を当該登録事業所の訪問介護員等が行うことにつき医師の指示を受け
ている者をいう。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報
vol.267
「平成２４年度介護
報酬改定に関するＱ
＆Ａ(Vol.1)（平成24
年3 月16 日）」の送
付について

14
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文書名 問番号
項　目 質　問 回　答

ＱＡ発出時期、文書番号等

特定事業所加算（Ⅲ）、
（Ⅳ）

特定事業所加算（Ⅲ）、（Ⅳ）の勤続年数要件（勤続年数が７年以上の訪
問介護員等を30％以上とする要件）における具体的な割合はどのように算
出するのか。

勤続年数要件の訪問介護員等の割合については、特定事業所加算（Ⅰ）・
（Ⅱ）の訪問介護員等要件（介護福祉士等の一定の資格を有する訪問介護
員等の割合を要件）と同様に、前年度（３月を除く11ヶ月間。）又は届出
日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法
により算出した数を用いて算出するものとする。

6.3.15
事務連絡
介護保険最新情報
vol.1225
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.1）（令和6年3
月15日）」の送付に
ついて

6

特定事業所加算（Ⅲ）、
（Ⅳ）

「訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が30％
以上」という要件について、勤続年数はどのように計算するのか。

・特定事業所加算（Ⅲ）、（Ⅳ）における、勤続年数７年以上の訪問介護
員等の割合に係る要件については、
－　訪問介護員等として従事する者であって、同一法人等での勤続年数が
７年以上の者の割合を要件としたものであり、
－　訪問介護員等として従事してから７年以上経過していることを求める
ものではないこと（例えば、当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等とし
て従事する前に、同一法人等の異なるサービスの施設・事業所の介護職員
として従事していた場合に勤続年数を通算して差し支えないものであ
る。）。
・「同一法人等での勤続年数」の考え方について、
－　同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異
なる雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数
－　事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該事業
所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認
められる場合の勤続年数は通算することができる。
（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修
が一体として行われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行ってい
る場合も含まれる。

6.3.15
事務連絡
介護保険最新情報
vol.1225
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.1）（令和6年3
月15日）」の送付に
ついて

7

特定事業所加算（Ⅲ）、
（Ⅳ）

勤続年数には産前産後休業や病気休暇の期間は含めないと考えるのか。 産前産後休業や病気休暇のほか、育児・介護休業、母性健康管理措置とし
ての休業を取得した期間は雇用関係が継続していることから、勤続年数に
含めることができる。

6.3.15
事務連絡
介護保険最新情報
vol.1225
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.1）（令和6年3
月15日）」の送付に
ついて

8

特定事業所加算（Ⅰ），
（Ⅱ）

新設された特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅲ）の重度要介護者等対応要件であ
る看取り期の利用者への対応体制について、病院、診療所又は訪問看護ス
テーション（以下「訪問看護ステーション等」という。）の看護師との連
携により 24 時間連絡できる体制を確保することとされているが、具体的
にどのような体制が想定されるか。

「24時間連絡ができる体制」とは、事業所内で訪問介護員等が勤務するこ
とを要するものではなく、夜間においても訪問介護事業所から連携先の訪
問看護ステーション等に連絡でき、必要な場合には事業所からの緊急の呼
び出しに応じて出勤する体制をいうものである。具体的には、

イ　管理者を中心として、連携先の訪問看護ステーション等と夜間におけ
る連絡・対応体制に関する取り決め（緊急時の注意事項や利用者の病状等
についての情報共有の方法等を含む）がなされていること。

ロ　管理者を中心として、訪問介護員等による利用者の観察項目の標準化
（どのようなことが観察されれば連携先の訪問看護ステーション等に連絡
するか）がなされていること。

ハ　事業所内研修等を通じ、訪問介護員等に対して、イ及びロの内容が周
知されていること。

といった体制を整備することを想定している。

6.3.15
事務連絡
介護保険最新情報
vol.1225
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.1）（令和6年3
月15日）」の送付に
ついて

2

特定事業所加算（Ⅴ） 新設された特定事業所加算（Ⅴ）について、「利用者の心身の状況等に応
じて、随時、関係者が共同して訪問介護計画の見直しを行うこと」とされ
ているが、訪問介護計画の見直しに当たり全ての職種が関わることが必要
か。また、訪問介護計画の見直しが多職種協働により行われたことを、ど
のように表せばよいか。

・特定事業所加算（Ⅴ）を算定する訪問介護事業所は、日々変化し得る利
用者の状態を確認しつつ、利用者にとって必要なサービスを必要なタイミ
ングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続を支援することが求めら
れている。当該加算を算定する事業所においては、中山間地域等にあっ
て、必ずしも地域 資源等が十分ではない場合もあることから、訪問介護
事業所のサービス提供責任者が起点となり、利用者の生活全般に着目し、
日頃から主治の医師や看護師、その他の従業者といった多様な主体との意
思疎通を図ることが必要となり、継続的なサービス提供を行うことと併せ
て、他の地域の訪問介護事業所とは異なる「特有のコスト」を有している
ため、特定事業所加算により評価するものである。

・訪問介護事業所における訪問介護計画の見直しは、サービス提供責任者
を中心に多職種協働により行われるものであるが、その都度全ての職種が
関わらなければならないものではなく、見直しの内容に応じて、適切に関
係者がかかわることで足りるものである。

・また、訪問介護計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレ
ンスなどの会議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのか
かわりを通じて行われることも少なくない。通常の業務の中で、主治の医
師や看護師、介護職員等の意見を把握し、これに基づき訪問介護計画の見
直しが行われていれば，本加算の算定要件を満たすものである。なお、加
算の要件を満たすことのみを目的として、新たに多職種協働の会議を設け
たり書類を作成することは要しない。

6.3.15
事務連絡
介護保険最新情報
vol.1225
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.1）（令和6年3
月15日）」の送付に
ついて

5

特定事業所加算（Ⅴ） 特定事業所加算（Ⅴ）の体制要件における中山間地域等に居住する者への
対応実績を算定する際、利用者が転居等により月の途中で中山間地域等か
らそれ以外の地域に居住地が変わった場合は、利用実人員の算定対象とし
てよいか。

利用者が中山間地域等に居住している間に、実際にサービス提供を行った
実績がある場合は、その月における利用実人員として算定することができ
る。

6.11.11
事務連絡
「令和6年度介護報酬
改定に関するQ&A
（vol.11）（令和6年
11月11日）」の送付
について

1
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